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適正船腹量の策定について

１．適正船腹量策定の対象船舶

適正船腹量は、次の船種について定めることになっている。（内航海運業法施行規則第１条の２第１項）

① 貨物船（昭和３９年度より策定）

② セメント専用船（セメントの運送に適した構造を有する貨物船）（昭和４０年度より策定）

③ 自動車専用船（自動車の運送に適した構造を有する貨物船）（昭和５２年度より策定）

④ 土・砂利・石材専用船（土、砂利（砂及び玉石を含む。）又は石材の運送に適した構造を有する貨物

船）（昭和６２年度より策定）

⑤ 油送船（昭和３９年度より策定）

⑥ 特殊タンク船（高圧若しくは腐しょくに耐え、又は温度を一定に保つ特殊な構造の液体貨物用タンクを

有する貨物船）（昭和４１年度より策定）
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２．適正船腹量の算定方法

① ④
主要品目別の 主要品目別需要量等
需要量等実績 の見通しを立てる ⑤

船種別輸送量を想定
する

③ （Ａ）
主要品目別の需要量
等と輸送量の関係式

② （海送比率）を作成 ⑩
する Ｄ／Ｗ又は 表示の適正â

主要品目別の 船腹量の算定
内航輸送実績 （Ａ）÷（Ｂ）＝（Ｃ）

⑫
適正船腹量の算定

⑥ （Ｃ）÷（Ｄ）
船種別輸送量 ⑪
の実績 Ｄ／Ｗ又は とＧ／Ｔのâ

換算率を想定する
⑧ ⑨ （Ｄ）
船種別輸送原単位の 船種別輸送原単位の
実績を求める 適正値を想定する

（Ｂ）
⑦
船種別現有船
腹量（Ｄ／Ｗ
又は ）â
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３．主要品目別需要量等の見通し（案）

実 績 推 計
項 目 需 要 量 等 の 予 測

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

粗鋼国内需要量 平成14年度については、業界団体のヒアリング等
72.7 81.7 71.8 70.4 70.3 70.3 70.3 70.3 から1.9%減と推計。15年度は14年度の0.2%減で15年

（ 百 万 ㌧ ） 度以降は横ばいと推計。(注１)

石 灰 石 国 平成14年度については、業界団体のヒアリング等
内 生 産 量 180.9 181.8 174.5 168.9 168.0 168.0 168.0 168.0 から3.3%減と推計。平成15年度は14年度の0.5%減
（ 百 万 ㌧ ） で15年度以降は横ばいと推計。(注１)

セ メ ン ト 国 内 平成14年度については、「主要建設資材月報需要
需 要 量 71.5 71.4 67.8 64.0 64.0 64.0 64.0 64.0 予測」（国土交通省）に基づき5.6%減と推計。平成
（ 百 万 ㌧ ） 15年度以降は横ばいと推計。

自 動 車 国 内 平成14年度以降については、業界団体のヒアリン
出 荷 台 数 5.6 5.7 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 グ等からほぼ横ばいと推計。
（ 百 万 台 ）

海 上 空 港 平成14年度以降については、海上空港埋立計画等
埋 立 土 量 5.8 46.3 108.0 98.9 62.4 29.0 17.0 12.3 から13、14年度にピークを迎え、その後漸減と推
（百万立方 ） 計。(注２)メートル

砂利・砂・石材 平成14年度については、セメント国内需要見通し
採 取 量 571.0 572.6 543.6 513.0 513.0 513.0 513.0 513.0 等を踏まえ5.6%減と推計。15年度以降は横ばいと推
（ 百 万 ㌧ ） ( ) 計。実績見込

石油国内需要量 269.0 266.3 253.6 249.1 246.3 245.3 244.9 244.6 平成14年度については「平成14年度～18年度石油
（ 百 万 ㌔ ㍑ ） 製品需要見通し」（資源エネルギー庁）等に基づき

微減(1.8%)と推計。平成15年度以降も同計画等に基
黒 油 79.3 75.9 66.5 63.4 61.1 60.6 60.3 60.0 づき推計。

白 油 189.7 190.4 187.1 185.7 185.2 184.7 184.7 184.6

注１．貨物船で輸送される品目には、鉄鋼、石灰石の他に穀物、石炭製品等があるが、これらについては、ＧＤＰ伸び率との関係から推計。

２．海上空港とは、関西空港(Ⅱ期工事)、中部空港、神戸空港の３つをいう。
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４．海送比率の見通し（案）

海 送 比 率（％）

品 目 実 績 推 計 海 送 比 率 の 予 測

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

平成14年度については、近年の海送比率の推移等
鉄 鋼 66.8 66.8 70.6 68.1 68.1 68.1 68.1 68.1 を踏まえ推計。平成15年度以降については横ばいと

推計。

平成14年度については、近年の海送比率の推移等
石 灰 石 31.6 32.5 33.0 32.4 32.4 32.4 32.4 32.4 を踏まえ推計。平成15年度以降については横ばいと

推計。

平成14年度以降については、臨海大型工場への生
セ メ ン ト 65.2 70.2 71.7 71.7 71.7 71.7 71.7 71.7 産シフト等から13年度の横這いと推計。

平成14年度については、近年の海送比率の推移等
自 動 車 53.8 58.7 60.8 57.8 57.8 57.8 57.8 57.8 を踏まえ推計。平成15年度以降については横ばいと

推計。

平成14年度については、近年の海送比率の推移等
砂利・砂・石材 18.9 17.8 17.8 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 を踏まえ推計。平成15年度以降については横ばいと

( ) 推計。実績見込

平成14年度については横ばい。15年度以降につい
石 黒 油 88.9 90.4 90.3 90.3 89.9 89.9 89.9 89.9 ては、近年の海送比率の推移等を踏まえ推計。

平成14年度については、近年の海送比率の推移等
油 白 油 54.5 51.9 53.2 53.2 53.2 53.2 53.2 53.2 を踏まえ推計。平成15年度以降については横ばいと

推計。

注 平成１３年度以降の海上空港埋立土の海送比率は関空第Ⅰ期工事時の海送比率(89.4％)と推計。
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５．船種別輸送量の見通し（案）

実 績 推 計

船 種 品 目

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

鉄 鋼 48.6 54.6 50.7 48.0 47.9 47.9 47.9 47.9

石 灰 石 57.1 59.1 57.6 54.7 54.4 54.4 54.4 54.4
貨 物 船

（ 百 万 ㌧ ） その他貨物(注1) 111.6 109.4 103.7 104.5 104.5 110.8 118.1 126.4

小 計 217.3 223.0 211.9 207.1 206.8 213.1 220.4 228.7

セ メ ン ト 専 用 船
セ メ ン ト 46.0 49.3 47.9 45.3 45.3 45.3 45.3 45.3

（ 百 万 ㌧ ）
自 動 車 専 用 船

自 動 車 3.6 4.0 4.1 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9
（ 百 万 ㌧ ）

土 ・ 砂 利 ・ 石 材

専 用 船 土 ・ 砂 利 ・ 石 材 115.2 133.5 145.1 239.8 186.9 139.0 121.5 114.7

（ 百 万 ㌧ ） ( )実 績 見 込

黒 油 70.5 68.6 60.0 57.3 54.9 54.5 54.2 53.9

白 油 103.4 98.9 99.6 98.8 98.5 98.2 98.2 98.2

油 送 船

（ 百 万 ㌔ ㍑ ） そ の 他 ( 注 2 ) 20.5 20.3 19.1 19.1 19.1 19.1 19.1 19.1

小 計 194.4 187.8 178.7 175.2 172.5 171.8 171.5 171.2

特 殊 タ ン ク 船
高 圧 ガ ス 等 26.1 25.7 23.3 23.3 23.3 23.3 23.3 23.3

（ 百 万 ㌧ ）

注１．貨物船の「その他貨物」とは、鉄鋼・石灰石を除いた穀物、石炭製品等である。

２．油送船の「その他」とは、油脂、ケミカルである。
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６．船種別輸送原単位の見通し（案）

原 単 位

船 種 実 績 推 計 原 単 位 の 予 測

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成14年
貨 物 船 6.52 6.73 6.25 6.74 6.75 6.76 6.77 6.78 度については推計。平成15年度以降については、漸

増傾向と推計。

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成14年

セメント専用船 5.95 6.20 5.92 6.11 6.11 6.11 6.11 6.11 度については推計。平成15年度以降については、横
ばいと推計。

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成14年

自 動 車 専 用 船 2.33 2.58 2.77 2.77 2.77 2.77 2.77 2.77 度については推計。平成15年度以降については、横

ばいと推計。

土・砂利・石材 過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成14年

10.56 12.51 10.30 16.76 14.16 11.80 10.94 10.61 度については推計。平成15年度以降については、減

専 用 船 ( ) 少と推計。実績見込

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成14年

油 送 船 9.08 9.20 9.01 10.08 10.08 10.08 10.08 10.08 度については推計。平成15年度以降については、横

ばい。

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成14年

特 殊 タ ン ク 船 5.74 6.13 5.55 6.26 6.26 6.26 6.26 6.26 度については推計。平成15年度以降については、横

ばいと推計。

注 原単位及び適正船腹量の策定にあたっては、季節別輸送量の変動を考慮して、月間海送量が4番目に高い月(4番月)を採用している。
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７．平成１４年度～１８年度内航適正船腹量（案）

現 有 船 腹 量 適 正 船 腹 量
船 種

（Ｈ１４．９．３０） １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
１，５４４ １，５３９ １，５８３ １，６３５ １，６９４

１，５５９千Ｇ／Ｔ
（ １５） （ ２０） （▲２４） （▲７６） （▲１３５）

貨 物 船
２，６３６ ２，６２７ ２，７０３ ２，７９１ ２，８９３

２，６６２千Ｄ／Ｗ
（ ２６） （ ３５） （▲４１） （▲１２９） （▲２３１）

４１０ ４１０ ４１０ ４１０ ４１０
４２７千Ｇ／Ｔ

（ １７） （ １７） （ １７） （ １７） （ １７）
セメント専用船

６６５ ６６５ ６６５ ６６５ ６６５
６９３千Ｄ／Ｗ

（ ２８） （ ２８） （ ２８） （ ２８） （ ２８）
１５１ １５１ １５１ １５１ １５１

１５０千Ｇ／Ｔ
（ ▲１） （ ▲１） （ ▲１） （ ▲１） （ ▲１）

自 動 車 専 用 船
１２２ １２２ １２２ １２２ １２２

１２２千Ｄ／Ｗ
（ ０） （ ０） （ ０） （ ０） （ ０）

６８４ ６３１ ５６３ ５３０ ５１７
７５９千Ｇ／Ｔ

土・砂利・石材 （ ７５） （ １２８） （ １９６） （ ２２９） （ ２４２）
専 用 船 １，２８９ １，１８９ １，０６１ １，０００ ９７４

１，４３１千Ｄ／Ｗ
（ １４２） （ ２４２） （ ３７０） （ ４３１） （ ４５７）

６９３ ６８２ ６７９ ６７８ ６７７
７４６千Ｇ／Ｔ

（ ５３） （ ６４） （ ６７） （ ６８） （ ６９）
油 送 船

１，５０９ １，４８６ １，４８０ １，４７８ １，４７５
â１，６２５千

（ １１６） （ １３９） （ １４５） （ １４７） （ １５０）
２０４ ２０４ ２０４ ２０４ ２０４

２０９千Ｇ／Ｔ
（ ５） （ ５） （ ５） （ ５） （ ５）

特 殊 タ ン ク 船
３１７ ３１７ ３１７ ３１７ ３１７

３２５千Ｄ／Ｗ
（ ８） （ ８） （ ８） （ ８） （ ８）

３，００２ ２，９８６ ３，０２７ ３，０７８ ３，１３６
小 計 ３，０９１千Ｇ／Ｔ

（ ８９） （１０５） （ ６４） （ １３） （▲４５）
（土・砂利・石材

千Ｄ／Ｗ ５，２４９ ５，２１７ ５，２８７ ５，３７３ ５，４７２
専用船を除く） ５，４２７ ・

千 （１７８） （２１０） （１４０） （ ５４） （▲４５）â

注１．（ ）内は現有船腹量に対する船腹過剰量である。
２．土・砂利・石材専用船については、平成15年度以降、関空２期工事・中部国際空港等の埋立工事がピークを過ぎることから、計算上、

大幅な船腹過剰が予想されている。しかし、現実には現有船腹量のうち、総トンの41％(310千G/T)、載貨重量トンの37％(536千D/W)は
自家用船舶の臨時投入であり、工事終了と共にこれらが撤退することから、極端な船腹過剰は発生しないものと考えられる。
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コンテナ船・ＲＯＲＯ船の適正船腹量の試算

１．コンテナ船・ＲＯＲＯ船の適正船腹量の試算について

コンテナ船及びＲＯＲＯ船については、その輸送対象貨物が主として紙・パルプ、機械類、雑貨等であることから、適正船

腹量の策定においては現在一般貨物船の一部と位置づけている。

しかしながら、鉄鋼、石灰石等一般貨物船の太宗貨物とコンテナ船及びＲＯＲＯ船の対象貨物では輸送動向が異なるため、

適正船腹量の増減傾向も基本的に異なるものと考えられる。

このためコンテナ船及びＲＯＲＯ船の適正船腹量を試験的に算出することとしている。

２．コンテナ船・ＲＯＲＯ船の範囲

本試算におけるコンテナ船及びＲＯＲＯ船の範囲は、次の船舶とした。

① コンテナ船： コンテナの輸送に適した構造を有する船舶。

② ＲＯＲＯ船： ランプウェイを有し、自走により積載貨物を積み卸しする荷役方式の船舶で、構造上積み荷が特定の単一

種類の貨物に限定される船舶（例：鋼材輸送のＲＯＲＯ船等）以外の船舶。
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３．コンテナ船・ＲＯＲＯ船の輸送量の見通し（案）

平成１４年度以降については、過去の輸送量の推移等を踏まえ、漸増と推計した。

実 績 推 計

輸送量

１１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

(千トン)

１０，８６４ １２，４６７ １２，４４３ １３，７９４ １４，７６０ １５，７９３ １６，７２５ １７，７１２

４．コンテナ船・ＲＯＲＯ船の輸送原単位の見通し（案）

過去の船腹需給状況等を踏まえて、平成１３年度については推計、平成１４年度以降については漸増傾向と推計した。

実 績 推 計

原 単 位 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

３．９１ ４．１２ ３．４６ ４．１４ ４．１６ ４．１８ ４．２１ ４．２３



- 10 -

５．コンテナ船・ＲＯＲＯ船の適正船腹量（案）

現有船腹量 適 正 船 腹 量

（Ｈ１４．９．３０） １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

３８２ ４０７ ４３３ ４５７ ４８１

３９３千Ｇ／Ｔ

（ １１） （▲１４） （▲４０） （▲６４） （▲８８）

２９５ ３１４ ３３４ ３５２ ３７１

３０３千Ｄ／Ｗ

（ ８） （▲１１） （▲３１） （▲４９） （▲６８）

（注）（ ）内は、船腹過剰量で▲は船腹不足の状況を示す。
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第
二
条
の
二

国
土
交
通
大
臣
は
、
内
航
海
運
業
の
用
に
供
す
る
船
舶
に
つ
い
て
、
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
毎
年
度
、
交
通
政
策
審
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
、
当
該
年
度
以
降
の
五
年
間
に
つ
い
て
各
年
度
の
適

正
な
船
腹
量
を
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
船
種
ご
と
に
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
船
腹
量
は
、
国
内
に
お
け
る
貨
物
輸
送
の
需
給
事
情
そ
の
他
の
経
済
事
情
を
勘
案
し
て
定
め
る
も
の
と

す
る
。

３

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
一
項
の
船
腹
量
を
定
め
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
告
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

内
航
海
運
業
法
施
行
規
則
（
抄
）

（
船
種
）

第
一
条
の
二

法
第
二
条
の
二
第
一
項
、
第
二
条
の
三
第
一
項
及
び
第
六
条
第
二
項
の
運
輸
省
令
で
定
め
る
船
種
は
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

油
送
船

二

セ
メ
ン
ト
専
用
船
（
セ
メ
ン
ト
の
運
送
に
適
し
た
構
造
を
有
す
る
貨
物
船
を
い
う
。
）

三

特
殊
タ
ン
ク
船
（
高
圧
若
し
く
は
腐
し
ょ
く
に
耐
え
、
又
は
温
度
を
一
定
に
保
つ
特
殊
な
構
造
の
液
体
貨
物

用
タ
ン
ク
を
有
す
る
貨
物
船
を
い
う
。
）

四

自
動
車
専
用
船
（
自
動
車
の
運
送
に
適
し
た
構
造
を
有
す
る
貨
物
船
を
い
う
。
）

五

土
・
砂
利
・
石
材
専
用
船
（
土
、
砂
利
（
砂
及
び
玉
石
を
含
む
。
）
又
は
石
材
の
運
送
に
適
し
た
構
造
を
有

す
る
貨
物
船
を
い
う
。
）

六

そ
の
他
の
貨
物
船


